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ひずみ時効による鉄筋の特性変化の予測式の構築 

その 2 予測式の構築および検証 

ひずみ時効 鉄筋 正会員 ○岡村光晋*1 正会員 Alex Shegay*2 

補修 予測モデル 正会員 佐藤 大樹*3

1. 序論

本報その 1 では，ひずみ時効による鉄筋の延性低下や強

度上昇に影響を及ぼす因子を特定するための実験につい

て記述した．本報その 2 では，本報その 1 で挙げられた因

子を用いてひずみ時効による鉄筋の特性変化の予測式の

構築を行う． 

2. ひずみ時効による特性変化の定量的な定義

予測式の構築にあたって延性，最大引張強度および降伏

強度（本報では 0.2 %オフセット耐力を用いた）の変化を

定量的に評価するために使用した延性変化率 βR ，最大引

張強度変化率 βB および降伏強度変化率 βY の定義をそれ

ぞれ式(1)，(2)，(3)に示す．これはそれぞれひずみ時効が発

生しなかった時の特性に対してひずみ時効による特性変

化の割合を示している．なお，ε’R ，σ’B および σy はそれ

ぞれひずみ時効なし引張時の延性，最大引張強度および降

伏強度を示す．ΔεR ，ΔσB および ΔσAはそれぞれひずみ時

効の有無による延性の変化，最大引張強度の変化および降

伏強度の変化を示す(詳細はその 1 の図 1 参照)． 

𝛽𝑅 = 𝛥𝜀𝑅 𝜀′𝑅⁄ (1) 

𝛽𝐵 = 𝛥𝜎𝐵 𝜎′
𝐵⁄ (2) 

𝛽𝑌 = 𝛥𝜎𝑌 𝜎𝑦⁄ (3) 

3. ひずみ時効による特性変化の予測式構築

本報その 1 ではひずみ時効による延性の低下および強

度の上昇に影響を及ぼす因子としてバナジウム含有率 λV ，

時効期間 tA および予ひずみ εo が挙げられることを確認し

た．ここではこれら 3 因子について，それぞれの特性変化

の予測式を構築した後にそれらを組み合わせることで一

般的な特性変化の予測式を構築する． 

λV に対する延性変化率 βR ，最大引張強度変化率 βB お

よび降伏強度変化率 βY の関係を図 1，tA に対する特性変

化 βR ，βB および βY の関係に εo を凡例としたものを図 2

の散布図部分にそれぞれ示す．図 1 よりこれら特性変化は

線形とみられる関係を持ち，λV がある一定の値を超える

とひずみ時効が発生しないことが確認できる．また図 2 よ

り特性変化は 0 を始点に tA の経過ごとに上昇しつつある

値へ収束すること，εo の上昇に従い延性低下および強度上

昇が大きくなることが確認できる．また，tA が 1 年間のも

のは収束値に十分に近いことが見て取れる． 

以上より特性変化は 0 を始点に時効期間 tA の経過ごと

に上昇しつつある値へ収束し，収束する値は λV および εo 

で決定すると考えられる．この仮説を基に各特性変化の予

測式を構築する．まずは収束値をそれぞれ fR，fBおよび fY 

で表し，tA の経過による収束値へ近づく過程を指数関数で 

図 1 バナジウム含有率 λV と特性変化の関係 

図 2 時効期間 tA および予ひずみ εo と特性変化の関係 

Prediction model for changes in reinforcement properties due to 

strain ageing (Part2: Prediction model development and 

verification) 

OKAMURA Koshin, Alex SHEGAY, 

SATO Daiki

日本建築学会大会学術講演梗概集 

（近畿） 2023 年 9 月 

 

—13—

23007



表す(式(4)，(5)，(6))．この収束値 fR ，fB および fY は λV お

よび εo の 1 次式の組み合わせで決定するのもとして表す

(式(7)，(8))．ただし図 2(c)に示すように予ひずみ εo に対す

る βY の関係はほぼ横ばいで，ある εoを境に大きく値を変

えることが分かる．そこでこの εoをひずみ硬化開始時のひ

ずみ εyh と仮定し 2 値に分ける形で表す(式(9))．式(4)から

(9)に本報で提案する βR ，βB および βY の予測式を，図 1

の破線部に εo = 3 %および tA = 1 年(材料特性条件に関する

実験の条件)の，図 2 の破線部に εo = 8 %および λV = 0.014 % 

(SD345，D19)のときの予測式のプロットを示す． 

𝛽𝑅 = f𝑅(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) × (1 − 𝑒−𝑡𝐴 160⁄ ) (4) 

𝛽𝐵 = fB(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) × (1 − 𝑒−𝑡𝐴 83⁄ ) (5) 

𝛽𝑌 = fY(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) × (1 − 𝑒−𝑡𝐴 80⁄ ) (6) 

ここで 

𝑓𝑅(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) = −5.4(0.25 − 280𝜆𝑉)(−0.015 + 7.5𝜀𝑜) (7) 

𝑓𝐵(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) = 29(0.064 − 210𝜆𝑉)(−0.0025 + 1.2𝜀𝑜) (8) 

𝑓𝑌(𝜆𝑉, 𝜀𝑜) = (0.22 − 350𝜆𝑉)𝜀
′
𝑜

(𝜀′𝑜 = {
1 (𝜀𝑜 > 𝜀𝑦ℎ)

1 4⁄  (𝜀𝑜 ≤ 𝜀𝑦ℎ)
)

(9) 

ただし，−1 ≤ 𝑓𝑅 ≤ 0，𝑓𝐵 ≥ 0，𝑓𝑌 ≥ 0と限定する． 

4. 構築した予測式の検証

ここまででひずみ時効による特性変化の予測式を構築

した．ここでは本報の実験および既往研究の実験の結果に

予測式を適応し，その妥当性を検証する． 

図 3 に作成した予測式の計算結果(予測値)を縦軸，実験

の計測値を横軸で示す．また赤色の散布図部分が本報，黄

色の散布図部分が Loporcaro4)，紫色の散布図部分が

Pussegoda5)の実験結果をそれぞれ示している．また本報と

Loporcaro については予測値と計測値の間の決定係数を図

中にそれぞれ示している．なお，Loporcaro の実験で使用

した λV = 0.003 %，εo = 12, 18 %のように予ひずみが極端に

大きい鉄筋については傾向から大きく逸脱した値を示し

たため外れ値とし，本報での分析には用いなかった．図

3(a)より延性低下の予測式はパンチマークを用いたことに

よる計測時の誤差が原因であると考えられる差異が生じ

たため，予測値は計測値を十分に反映しなかった．一方で

図 3(b)，(c)より特に強度の上昇については予測値と計測値

の差が 10 % 以内であり既往研究も概ね同様の傾向を示

しているため，作成した予測モデルが一般的に適応できる

と考えられる． 

5. 結論

本報では，その 1 で特定したひずみ時効の発生に影響を

及ぼすバナジウム含有率 λV ，時効期間 tA および予ひずみ

εo ついて，それぞれの特性変化の予測式を総合し一般的な

予測式を構築した．これは予ひずみが極端に大きい試験体

については予測式とは異なる傾向を示すことも確認した

が，一方で特に強度の上昇に関して既往研を含め多くの実

験結果で予測誤差が 10 % 以内であるため，ひずみ時効に

よる鉄筋の特性変化を一般的に予測できると考えられる． 
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図 3 計測値と予測値の関係 
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